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特定事業計画の作成について 

本市では、令和７年１月に基本計画を策定しました。これに基づき、高齢者や障害者を始め、全

ての市民にとって、移動や施設の利用がしやすいまちをつくるために、行政、市民及び事業者が互

いの理解と協力の下、公共交通や主要な施設等のバリアフリー化を図り、利便性が高く、安心して

暮らせるまちの実現を目指します。 

バリアフリー法では、基本構想に特定事業を位置付けた場合、事業を位置付けた施設設置管

理者等が、特定事業等の詳細な内容（規模、実施予定期間等）を取りまとめた特定事業計画を作

成し、事業を実施することが義務付けられています。 

これを受け、重点整備地区における施設設置管理者等が特定事業計画を作成し、本市が特定

事業計画の取りまとめ及び公表を今年度に実施します（令和８年３月予定）。  

その後、特定事業計画に則した事業を実施し、定期的に事業の進捗を管理します。 

 

 

図 2-1 バリアフリー化の進め方 

 

今年度作成 
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図 2-2 特定事業計画調書サンプル 


